熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
平成15年９月16日

本件において収用･使用の対象とされている権利が消滅することについて、意見書を提出します。　　 　　　

　　　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

１．漁業権の一斉切り替え
漁業権は私権(財産と身分に関する法律関係において認められる権利)たる財産権ではあるが、同時に、漁業法が目的に掲げる漁業調整の観点から、種々の公的制約を受けることになっている。

　主な漁業権の公的制約を列挙すると次のようである。

①漁業権の設定及び変更は都道府県知事の免許によること（漁業法10条、22条）

　②漁業権の権利内容は、免許の事前にあらかじめ漁場計画で決定されること（漁業法11条）

　③漁業権の存続期間の定めがあること（漁業法21条）
　したがって、漁業権は財産権であるが、他の多くの財産権と異なり、その存続期間が法定され、一定の期間の経過とともに消滅する権利である。

　漁業権に存続期間の定めがあるのは、水面の総合利用と漁業生産力を発展させる目的から、一定期間ごとに漁場計画を立てて、漁業権の内容及び行使主体を再検討することとされているためである。

　現在球磨川漁協に免許されている内共第６号共同漁業権は、平成６年１月１日に免許されたものであり、共同漁業権の存続期間は十年である（漁業法21条）。したがって、それは、平成15年12月31日をもってその存続期間を終えて消滅し、平成16年１月１日に新しい共同漁業権が免許される。これを「共同漁業権の切り替え」と呼ぶ。
２． 切り替え前の漁業権と切り替え後の漁業権の関係

切り替え後の漁業権は、切り替え前の漁業権とは何の関係もない、まったく新しい漁業権である。何故なら、切り替え前の漁業権は、切り替え後の漁業権の免許の前日にその存続期間を終えて消滅しており、他方、切り替え後の漁業権は、その免許の当日に免許によって設定される権利だからである。内共第６号共同漁業権に即して言えば、現在の内共第６号共同漁業権（存続期間1994年１月１日～2003年12月31日）は、本年12月31日に消滅し、平成16年１月１日免許により切り替え後の共同漁業権（存続期間2004年１月１日～2013年12月31日）が新たに誕生するのである。
切り替え前の漁業権と切り替え後の漁業権とが全く別物であることは、多くの判例において認められている（資料１参照）。主なものを挙げれば、次のようである。

1 行政裁判所明治40年11月６日

漁業免許カ更新二依リテ当初ノ期限後二継続スルハ単ニ事実上ノ現象タルニ過キスシテ法理上ニ於テハ前ノ免許ハ期間満了ト同時二消滅シ更新二依リテ得タル免許ハ全然之ト別物ナリトス

2 大審院民昭和８年５月24日
所謂漁業権存続期間ノ更新ハ更新前ノ漁業権ヲ存続セシメテ単ニ其存続期間ノミヲ延長スルモノニ非スシテ更ニ新タナル免許ヲ以テ別箇ノ漁業権ヲ発生セシムルモノト解スヘク更新前ノ漁業権ハ更新二依リ存続スルコトナク其最初二定メラレタル存続期間ノ満了二因リ消滅スルモノト解スルヲ相当トス
３．却下さるべきは明白

　本件事業認定申請書及び裁決申請書において収用・使用の対象とされている権利は、球磨川漁協に免許されている内共第６号共同漁業権である。しかし、この権利は、本年12月31日をもって消滅する。翌平成16年１月１日には、新たに免許がなされる予定であるが、１月１日に免許される共同漁業権は、事業認定申請書及び裁決申請書において収用・使用の対象とされている権利とは全く別物である。

　漁業権の免許の取り消しを求める訴訟の継続中、免許存続期間の満了により当該漁業権が消滅した場合につき、長崎地裁昭和33年２月17日判決は、「免許処分の取り消しを求める法律上の利益は存在しない」と判示している（資料２参照）。

　以上のことから、平成16年１月１日以後になされる収用委員会裁決が却下裁決となるべきは明白である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

